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　前号に規定する期間内に第２１条の５の２０第４項の規定による事業の廃止の届出があった場合にお
いて、申請者の役員等が同号の通知の日前６０日以内に当該事業の廃止に係る法人（当該指定の辞退に
ついて相当の理由がある法人を除く。）の役員等であった者で、当該届出の日から起算して５年を経過
しないものであるとき。

　申請者又は申請者の役員等が、指定の申請前５年以内に障害児通所支援に関し不正又は著しく不当な
行為をした者であるとき。

【児童福祉法第２１条の５の１５第３項各号の規定】（一部要約）

　申請者が那覇市の条例で定める者でないとき。

　当該申請に係る障害児通所支援事業所の従業者の知識及び技能並びに人員が、那覇市の条例で定める
基準を満たしていないとき（第２１条の５の１９第１項）。

　申請者が、那覇市の条例で定める指定通所支援の事業の設備及び運営に関する基準に従って適正な障
害児通所支援事業の運営をすることができないと認められるとき（第２１条の５の１９第２項）。

　申請者の役員(業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれに準ずる者をいい、相談役、顧問その
他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこ
れらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）又は当該申請に係る障害児
通所支援事業所を管理する者(以下「役員等」という。）が禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わ
り、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。

　申請者又は申請者の役員等がこの法律その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定め
るもの（※）の規定により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなる
までの者であるとき。

記

　（※）障害者総合支援法、身体障害者福祉法、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律、社会福祉
法、老人福祉法、社会福祉士及び介護福祉士法、介護保険法、精神保健福祉士法　虐待防止法

　申請者が、第２１条の５の２４第１項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して
５年を経過しない者であるとき。

　申請者の役員等が第２１条の５の２４第１項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法(平
成5年法律第88号）第１５条の規定による通知があった日前６０日以内に当該取消しの処分を受けた法
人の役員等であった者で、当該取消しの日から起算して５年を経過しないものであるとき。

　申請者が、第２１条の５の２４第１項の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の
規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に第２４
条の１４の規定による指定の辞退をした者（当該指定の辞退について相当の理由がある者を除く。）
で、当該辞退の日から起算して５年を経過しないものであるとき。

児童福祉法第２１条の５の１５第３項各号の規定に該当しない旨の誓約書

　当法人（別紙に記載する役員等を含む。）は、下記に掲げる児童福祉法第２１条の５の１５第

３項各号の規定のいずれにも該当しないことを誓約します。


